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株主の皆様へ 第２四半期報告書第　　　　　 期113
平 成 2 8 年１月１日 　 　 平 成 2 8 年 ６月 3 0 日

▲

表紙デザインについて

表紙デザインは「プラチナ社会」のイメージを表現したものです。
　グリーンイノベーション： 持続可能な環境社会づくり
　シルバーイノベーション： 健康な高齢化社会づくり
　ゴールドイノベーション： これらを支えるICT社会づくり
まさに当社の事業ビジョン「情報と制御の独創技術で、環境に優しい、安全で快適な社会の実現を目指す企業」
と同義です。

（株）三菱総合研究所　理事長　
プラチナ構想ネットワーク　会長

小宮山宏氏提唱

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。
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－株主の皆様へ－

代表取締役社長代表取締役会長

ごあいさつ

平成28年８月

　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第113期第２四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成
28年６月30日まで）における業績の取りまとめを終えましたので、ここに第２
四半期報告書をお届け申しあげます。
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社　是

経営ビジョン

経営方針

最良の製品・サービスを以て社会に貢献す

● 事業ビジョン
　 情報と制御の独創技術で、環境に優しい、安全で快適な社会の実現を目指す企業

● 経営ビジョン
　 CS経営に徹し、顧客に愛され信頼される企業、併せて、株主様と社員の満足度の高い企業

● 企業文化ビジョン
　 人間尊重を基本として掲げ、自己実現の場づくりや、人材育成、人との出会いを大切にする企業

● コア事業の強化
　 情報×制御＝∞でオンリーワンに挑戦する　＜Information × Control＞

● ＣＳ経営革新
　 最良のソリューション・サービスを約束する　＜Innovation for Customer＞

● 楽しく果敢な社風
　 自己実現を追求する　＜Interesting ＆ Challenging＞

● キャッシュフロー経営
　 高効率・高収益・高分配を実現する　＜Increase of Cash flow＞
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業績の概況業績の概況 業績ハイライト業績ハイライト

●セグメント別の状況

電力部門につきましては、配電設備や給電・
総合制御所システムおよび業務ITシステム
等が堅調に推移し、売上高は28億２百万円
（前年同期比 5.8％増）となったものの、セ
グメント利益は前年同期に大口案件が集
中し操業度が高くなったため、当第2四半
期連結累計期間は減少し、２億２千７百万円
（同 49.2％減）となりました。

環境エネルギー部門につきましては、太陽
光発電所向け電気設備や上下水制御シス
テム等に注力してまいりました結果、売上
高は52億２千３百万円（前年同期比 1.5％
減）とほぼ前年並みで推移し、セグメント利
益は１億４千５百万円（同 155.1％増）とな
りました。

情報部門につきましては、港湾関連システ
ムや健康管理システム等のクラウドサービ
ス事業に注力してまいりました結果、売上
高は５億５千３百万円（前年同期比 22.1％
増）、セグメント利益は２千６百万円（同 ２千
５百万円増）となりました。

その他につきましては、電子制御機器や液
晶複合膜フィルム関連が堅調に推移し、売上
高は12億５千万円（前年同期比 9.3％増）、
セグメント利益は１億１千万円（前年同期  セ
グメント損失  37百万円）となりました。

●セグメント別売上高

第113期第２四半期

2,802
5,223
553
1,250
9,830

105.8%
98.5%
122.1%
109.3%
103.0%

（ 28.5%）

（ 53.2%）

（　   5.6%）

（ 12.7%）

（100.0%）

電 力 部 門
環境エネルギー部門
情 報 部 門
そ の 他

合 計

百万円 前年同期比

損益および
財産の状況

売上高および
セグメント利益

●営業成績および財産の状況

当期 前期

第１１3期
第２四半期

第１12期
第２四半期

１株 当 た り 四 半 期
純 利 益

（円）

純 資 産
（百万円）

総 資 産
（百万円）

売 上 高
（百万円）

営 業 利 益
（百万円）

経 常 利 益
（百万円）

親会社株主に帰属する
四 半 期 純 利 益

（百万円）

9,830

510

493

270

23.66

16,076

6,757

9,547

468

475

281

23.90

16,744

6,643

港湾ソリューション

水処理監視制御システム

総合制御所用自動監視制御システム

機能性液晶フィルム(SILF)

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、中国経済の先行き不安、英国のＥＵ離脱問題、米国の

利上げに対する警戒など、外的要因による景気の先行き不透明感の高まりのため、輸出が伸び悩み、設備投資

や個人消費にも慎重な動きが続きました。世界経済の下振れリスクはあるものの、雇用情勢の改善や政府によ

る経済対策などへの期待から、日本の経済活動は緩やかに持ち直すと考えられております。

　このような状況の中、当社グループは長期経営ビジョン「正興グループビジョン１００」および中期経営計画

「ＳＥＩＫＯ ＩＣ２０１７」のもと、激変する事業環境を大きく成長する機会ととらえ、４つの重点課題（①コア事業の基

盤強化による事業の拡大と高収益化 ②新事業・新分野の拡大 ③戦略的な人材育成 ④ＣＳＲ経営の推進）に取

り組んでおります。

　この結果、電力部門、情報部門が堅調に推移し、当第２四半期連結累計期間の売上高は98億３千万円（前年

同期比 3.0％増）となりました。

　損益につきましては、営業利益は５億１千万円(同 8.8％増)、経常利益は４億９千３百万円(同 3.9％増)、親会

社株主に帰属する四半期純利益は２億７千万円(同 4.0％減)となりました。

　通期におきましても、引続き厳しい環境が予想されますが、『グループ総合力を発揮できる経営基盤づくり』

の実現に向け、４つの重点課題に取り組み、利益の確保に努めてまいります。

　

　なお、中間配当金につきましては、平成28年12月期第２四半期決算および通期業績の状況を勘案し、当社

の配当方針である「株主様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識し、継続的な安定配当を基本

にしつつ、業績に応じた経営の成果を迅速に株主様に還元すること」に基づき平成28年７月27日開催の取締

役会において、１株につき６円をお支払いすることを決議いたしました。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげます。

(注） （　）は、第１１3期第２四半期売上高に占めるセグメント別の構成比を表示しております。
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18,090

9,609

9,547

20,460

10,913

8,550

16,537

7,987

4 5

 9,975

 1,556

 3,677

2,156

2,288

 302

△ 6

 6,100

3,046

2,189

857

215

2,839

2,773

67

△ 1

16,076

11,887

1,658

7,225

167

2,462

382

△ 10

5,944

3,096

2,230

866

221

2,627

2,562

66

△ 1

17,832

【 資 産 の 部 】 

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結貸借対照表

連結財務諸表連結財務諸表 連結財務諸表連結財務諸表

当第２四半期
(平成28年6月30日現在)科　　目 前期

(平成27年12月31日現在)
前第２四半期
(平成27年6月30日現在)

当第2四半期
(平成28年6月30日現在)科　　目 前期

(平成27年12月31日現在)
前第2四半期
(平成27年6月30日現在)

（単位：百万円）

6,029

2,323

1,640

2,314

△ 248

727

1,012

△ 98

△ 186

6,757

16,076

6,902

3,001

761

1,414

1,724

2,416

177

1,738

500

9,319

6,065

2,323

1,640

2,186

△ 84

577

920

△ 135

△ 206

6,643

16,744

7,676

4,309

ー

1,555

1,811

2,425

249

1,721

454

10,101

【 純 資 産 の 部 】

株主資本  

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

純資産合計

負債及び純資産合計

【 負 債 の 部 】 

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

電 子 記 録 債 務

短 期 借 入 金

そ の 他

固 定 負 債

長　期　借　入　金

退職給付に係る負債

そ の 他

負 債 合 計

（単位：百万円）売上高の推移（連結）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．Ｈ２８年１２月期（下期）につきましては、現時点での入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要
因によって異なる結果となる可能性があります。

 （注）
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270

9,547

7,819

1,728

1,259
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31

475

475

176

17

281

281

20,460

17,271

3,189

2,557

632

68

124

576

576

428

△ 119

266

266

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

営業利益

営業外収益

営業外費用

経常利益

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額

四半期純利益又は当期純利益

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純利益

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書

当第２四半期
科　　目

（単位：百万円）

前第２四半期 前期

（　　　　　　　　　　　）自 平成28年 1月 1日
至 平成28年 6月30日 （　　　　　　　　　　　）自 平成27年 1月 1日

至 平成27年 6月30日 （　　　　　　　　　　　）自 平成27年  1月  1日 
至 平成27年12月31日

7,527

16,358

8,831

H28年12月期

9,830

（20,500）

（10,670）

5,828

2,323

1,640

2,112

△ 248

578

897

△ 120

△ 198

6,407

17,832

9,030

4,732

ー

2,205

2,092

2,394

213

1,738

442

11,425

10,736

2,595

5,423

122

2,232

378

△ 15

6,008

3,102

2,287

814

244

2,661

2,595

66

ー

16,744



8,481

18,090

9,609

9,547

20,460

10,913

8,550

16,537

7,987

4 5

 9,975

 1,556

 3,677

2,156

2,288

 302

△ 6

 6,100

3,046

2,189

857

215

2,839

2,773

67

△ 1

16,076

11,887

1,658

7,225

167

2,462

382

△ 10

5,944

3,096

2,230

866

221

2,627

2,562

66

△ 1

17,832

【 資 産 の 部 】 

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

連結貸借対照表

連結財務諸表連結財務諸表 連結財務諸表連結財務諸表

当第２四半期
(平成28年6月30日現在)科　　目 前期

(平成27年12月31日現在)
前第２四半期
(平成27年6月30日現在)

当第2四半期
(平成28年6月30日現在)科　　目 前期

(平成27年12月31日現在)
前第2四半期
(平成27年6月30日現在)

（単位：百万円）

6,029

2,323

1,640

2,314

△ 248

727

1,012

△ 98

△ 186

6,757

16,076

6,902

3,001

761

1,414

1,724

2,416

177

1,738

500

9,319

6,065

2,323

1,640

2,186

△ 84

577

920

△ 135

△ 206

6,643

16,744

7,676

4,309

ー

1,555

1,811

2,425

249

1,721

454

10,101

【 純 資 産 の 部 】

株主資本  

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

純資産合計

負債及び純資産合計

【 負 債 の 部 】 

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

電 子 記 録 債 務

短 期 借 入 金

そ の 他

固 定 負 債

長　期　借　入　金

退職給付に係る負債

そ の 他

負 債 合 計

（単位：百万円）売上高の推移（連結）

１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．Ｈ２８年１２月期（下期）につきましては、現時点での入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要
因によって異なる結果となる可能性があります。

 （注）
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営業外収益
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法人税、住民税及び事業税  

法人税等調整額

四半期純利益又は当期純利益

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純利益

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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当第２四半期
科　　目

（単位：百万円）

前第２四半期 前期

（　　　　　　　　　　　）自 平成28年 1月 1日
至 平成28年 6月30日 （　　　　　　　　　　　）自 平成27年 1月 1日

至 平成27年 6月30日 （　　　　　　　　　　　）自 平成27年  1月  1日 
至 平成27年12月31日

7,527

16,358

8,831

H28年12月期

9,830

（20,500）

（10,670）
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企業結合の状況
　連結経営の強化のため、当社では、資金調達、設備投資、研究開発、人材の適正配置などの各方面にわたり、正興グループとして有する経営資源を
最大限に有効活用し、グループとしての企業価値の向上を目指しております。
　このため、コア事業ごとに、より競争力の高い事業運営となるよう、電力部門、環境エネルギー部門、情報部門、その他（電子制御機器部門、サービ
ス部門、オプトロニクス）の４つの事業セグメントで連結経営を行っております。

正興グループ正興グループ

会社の概要（平成28年6月30日現在） 役 員 および 執 行 役 員 の 体 制（平成28年6月30日現在）

設 立 年 月

本社所在地

資 本 の 額

従 業 員 数

昭和5年7月（大正10年5月創業）

福岡市博多区東光二丁目7番25号

23億2,300万円

６１８名（連結９４３名）

企 業 集 団 の 主 要 拠 点 等（平成28年8月1日現在）

代表取締役

代表取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

土 屋 直 知

福 重 康 行

滝 口 　 裕

添 田 英 俊

新 納 　 洋

有 江 勝 利

田 中 　 勉

橋 本 邦 弘

中 原 道 隆

吉 迫 　 徹

【 取 締 役 】

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役

深 川 信 剛

塩 月 輝 雄

竹 島 和 幸 西日本鉄道（株）代表取締役会長

九電産業（株）代表取締役社長

【 監 査 役 】

【株式会社正興電機製作所】 

【株式会社正興Ｃ＆Ｅ】

【正興ITソリューション株式会社】

【株式会社正興サービス＆エンジニアリング】

【大連正興電気制御有限公司】

【北京正興聯合電機有限公司】

【正興エレクトリックアジア（マレーシア）ＳＤＮ．ＢＨＤ．】

【正興ITソリューションフィリピン,INC.】

本　　　社

本　　　社

本　　　社

（中国大連市）

（中国北京市）

（マレーシア ジョホール）

（フィリピン パシグ）

（福岡市）

（福岡市）

（福岡市）

092‐473-9278

092‐473-2282

092‐411-4761

010‐86-411-66775999

010‐86-10-65287656

010‐60-7-2511007

010-63-2-6870692

会社の概要会社の概要

会 長

社 長

常 務

常 務

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

土 屋 直 知

福 重 康 行

滝 口 　 裕

添 田 英 俊

新 納 　 洋

有 江 勝 利

田 中 　 勉

橋 本 邦 弘

中 原 道 隆

本 多 慶 昭

後 藤 秀 博

古 田 政 数

中 村 秀 実

【 執 行 役 員 】

事業統括本部長
兼 古賀事業所長　兼　環境管理担当

サービス部門長　
兼 (株)正興サービス＆エンジニアリング　代表取締役社長

営業統括本部長
兼 東京支社長　兼 海外事業担当

情報部門長　
兼 正興ＩＴソリューション(株)　代表取締役社長

最高経営執行責任者

経営統括本部長
兼　ＣＳＲ・内部統制・コンプライアンス担当

新事業開発担当　兼　電力営業担当

環境エネルギー部門長

大連正興電気制御有限公司 総経理

事業統括本部副本部長 兼 電力部門長

営業統括本部副本部長　兼　電力営業担当

電子制御機器部門長

取締役会議長

福岡市博多区東光二丁目７番２５号

古賀市天神三丁目２０番１号

東京都千代田区東神田二丁目５番１２号　龍角散ビル

札幌市豊平区平岸三条十五丁目２番６号

仙台市太白区中田三丁目７番４７号

日立市大みか町一丁目３４番７号

さいたま市浦和区常盤二丁目２番１１号

東京都千代田区東神田二丁目５番１２号　龍角散ビル

横浜市中区海岸通四丁目１７番地　東信ビル

横須賀市佐原四丁目９番１号

名古屋市中区栄四丁目３番２６号　昭和ビル

大阪市西区西本町一丁目６番６号　カーニープレイス西本町

広島市中区本川町二丁目６番５号　相生橋ＫＭビル

高松市寿町二丁目２番１０号　高松寿町プライムビル

山口市小郡下郷１４０３－４　ナカムラビル

熊本市中央区水前寺一丁目２０番２２号　水前寺センタービル

大分市金池町二丁目６番１５号　ＥＭＥ大分駅前ビル

鹿児島市上之園町２４番２号　第１２川北ビル・ＢＯＩＳ鹿児島

浦添市城間３０１９番地　座波建設ビル

中国北京市朝陽区東３環北路発展大厦 

80 Robinson Road #10-01A Singapore 068898

092‐473‐8831

092‐943-7181

03‐5835-1011

011-598-1201

022-398-5237

0294‐53-7377

048‐826-2058

03‐5835-1015

045‐210-0323

046‐835-2241

052‐241-7735

06‐6534-4749

082‐234-3511

087‐851-4081

083‐974-5684

096‐381-2454

097‐536-6360

099‐252-2326

098‐878-6950

010‐86-10-65287656

010-65-6-4206815

本 社

古賀事業所

東 京 支 社

札幌営業所

東北営業所

日立営業所

さいたま営業所

東京営業所

横浜営業所

横須賀営業所

名古屋営業所

大阪営業所

中国営業所

四国営業所

山口営業所

中九州営業所

東九州営業所

南九州営業所

沖縄営業所

中国北京事務所

シンガポール駐在事務所

重要な子会社および関連会社の状況 （平成２8年６月３０日現在）

株 式 会 社 正 興 Ｃ ＆ Ｅ

正 興ＩＴ ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社

会　　社　　名 主要な事業内容資本金

株 式 会 社 正 興 サ ー ビ ス ＆
エ ン ジ ニ ア リ ン グ

正興エレクトリックアジア（マレーシア）SDN.BHD.

正 興ＩＴソリュー ションフィリピ ン , I N C .

大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司

30
（百万円）

100
（百万円）

30
（百万円）

86

4

16

（百万中国元）

百万マレーシア
リンギット( ）

( ）百万
フィリピンペソ

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

電気機械器具のエンジニアリングサービスおよび販売ならびに
企業業務サポート、保険代理業

制御機器、電子装置の販売

ソフトウェアの企画、開発およびその運用、保守ならびに販売

ソフトウェア製品の開発、製造および販売

配電盤、電気・電子機械器具の製造および販売

制御機器、成形部品の製造および販売

北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司 10 100.00 電気・機械・電子関連製品のエンジニアリングおよび販売（百万中国元）

■ 子会社 出資比率（％）

株 式 会 社 D パ ワ ー 熊 本

会　　社　　名 主要な事業内容資本金

10
（百万円） 20.00 蓄電システム機器の開発、製造および販売

■ 関連会社 出資比率（％）

(注) 1．大連正興電気制御有限公司は、平成28年２月26日付けで、資本金を62百万中国元より86百万中国元に増資いたしました。
　　2．平成28年６月20日付けで、株式会社Dパワー熊本の株式40株を取得し、同社に対する当社の出資比率は20％となり、同社を持分法適用関連会社としております。

組織図 （平成２8年６月３０日現在）

【 セ グ メ ン ト 】

営 業 統 括 本 部

東 京 支 社

経 営 統 括 本 部

事 業 統 括 本 部

大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司

北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

内 部 監 査 室

監 査 役 会

取 締 役 会

会 長
社 長

電 力 部 門電 力 部 門 大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司
北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

環 境 エ ネ ル ギ ー 部 門環 境 エ ネ ル ギ ー 部 門 大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司
北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

情 報 部 門情 報 部 門 正 興 Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ㈱
正興ＩＴソリューションフィリピン，ＩＮＣ．

そ の 他

（　　　　　　　　　　　）電 子 制 御 機 器 部 門
サ ー ビ ス 部 門
オ プ ト ロ ニ ク ス

正 興 エ レ ク ト リ ッ ク ア ジ ア
（ マ レ ー シ ア ）ＳＤ Ｎ ．ＢＨ Ｄ ．

電 子 制 御 機 器 部 門

㈱ 正 興 Ｃ ＆ Ｅ

㈱ 正 興 サ ービ ス＆エンジ ニ アリングサ ー ビ ス 部 門
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企業結合の状況
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最大限に有効活用し、グループとしての企業価値の向上を目指しております。
　このため、コア事業ごとに、より競争力の高い事業運営となるよう、電力部門、環境エネルギー部門、情報部門、その他（電子制御機器部門、サービ
ス部門、オプトロニクス）の４つの事業セグメントで連結経営を行っております。

正興グループ正興グループ

会社の概要（平成28年6月30日現在） 役 員 および 執 行 役 員 の 体 制（平成28年6月30日現在）

設 立 年 月

本社所在地

資 本 の 額

従 業 員 数

昭和5年7月（大正10年5月創業）

福岡市博多区東光二丁目7番25号

23億2,300万円

６１８名（連結９４３名）

企 業 集 団 の 主 要 拠 点 等（平成28年8月1日現在）

代表取締役

代表取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

土 屋 直 知

福 重 康 行

滝 口 　 裕

添 田 英 俊

新 納 　 洋

有 江 勝 利

田 中 　 勉

橋 本 邦 弘

中 原 道 隆

吉 迫 　 徹

【 取 締 役 】

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役

深 川 信 剛

塩 月 輝 雄

竹 島 和 幸 西日本鉄道（株）代表取締役会長

九電産業（株）代表取締役社長

【 監 査 役 】

【株式会社正興電機製作所】 

【株式会社正興Ｃ＆Ｅ】

【正興ITソリューション株式会社】

【株式会社正興サービス＆エンジニアリング】

【大連正興電気制御有限公司】

【北京正興聯合電機有限公司】

【正興エレクトリックアジア（マレーシア）ＳＤＮ．ＢＨＤ．】

【正興ITソリューションフィリピン,INC.】

本　　　社

本　　　社

本　　　社

（中国大連市）

（中国北京市）

（マレーシア ジョホール）

（フィリピン パシグ）

（福岡市）

（福岡市）

（福岡市）

092‐473-9278

092‐473-2282

092‐411-4761

010‐86-411-66775999

010‐86-10-65287656

010‐60-7-2511007

010-63-2-6870692

会社の概要会社の概要

会 長

社 長

常 務

常 務

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

上級執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

土 屋 直 知

福 重 康 行

滝 口 　 裕

添 田 英 俊

新 納 　 洋

有 江 勝 利

田 中 　 勉

橋 本 邦 弘

中 原 道 隆

本 多 慶 昭

後 藤 秀 博

古 田 政 数

中 村 秀 実

【 執 行 役 員 】

事業統括本部長
兼 古賀事業所長　兼　環境管理担当

サービス部門長　
兼 (株)正興サービス＆エンジニアリング　代表取締役社長

営業統括本部長
兼 東京支社長　兼 海外事業担当

情報部門長　
兼 正興ＩＴソリューション(株)　代表取締役社長

最高経営執行責任者

経営統括本部長
兼　ＣＳＲ・内部統制・コンプライアンス担当

新事業開発担当　兼　電力営業担当

環境エネルギー部門長

大連正興電気制御有限公司 総経理

事業統括本部副本部長 兼 電力部門長

営業統括本部副本部長　兼　電力営業担当

電子制御機器部門長

取締役会議長

福岡市博多区東光二丁目７番２５号

古賀市天神三丁目２０番１号

東京都千代田区東神田二丁目５番１２号　龍角散ビル

札幌市豊平区平岸三条十五丁目２番６号

仙台市太白区中田三丁目７番４７号

日立市大みか町一丁目３４番７号

さいたま市浦和区常盤二丁目２番１１号

東京都千代田区東神田二丁目５番１２号　龍角散ビル

横浜市中区海岸通四丁目１７番地　東信ビル

横須賀市佐原四丁目９番１号

名古屋市中区栄四丁目３番２６号　昭和ビル

大阪市西区西本町一丁目６番６号　カーニープレイス西本町

広島市中区本川町二丁目６番５号　相生橋ＫＭビル

高松市寿町二丁目２番１０号　高松寿町プライムビル

山口市小郡下郷１４０３－４　ナカムラビル

熊本市中央区水前寺一丁目２０番２２号　水前寺センタービル

大分市金池町二丁目６番１５号　ＥＭＥ大分駅前ビル

鹿児島市上之園町２４番２号　第１２川北ビル・ＢＯＩＳ鹿児島

浦添市城間３０１９番地　座波建設ビル

中国北京市朝陽区東３環北路発展大厦 

80 Robinson Road #10-01A Singapore 068898

092‐473‐8831

092‐943-7181

03‐5835-1011

011-598-1201

022-398-5237

0294‐53-7377

048‐826-2058

03‐5835-1015

045‐210-0323

046‐835-2241

052‐241-7735

06‐6534-4749

082‐234-3511

087‐851-4081

083‐974-5684

096‐381-2454

097‐536-6360

099‐252-2326

098‐878-6950

010‐86-10-65287656

010-65-6-4206815

本 社

古賀事業所

東 京 支 社

札幌営業所

東北営業所

日立営業所

さいたま営業所

東京営業所

横浜営業所

横須賀営業所

名古屋営業所

大阪営業所

中国営業所

四国営業所

山口営業所

中九州営業所

東九州営業所

南九州営業所

沖縄営業所

中国北京事務所

シンガポール駐在事務所

重要な子会社および関連会社の状況 （平成２8年６月３０日現在）

株 式 会 社 正 興 Ｃ ＆ Ｅ

正 興ＩＴ ソ リ ュ ー シ ョ ン 株 式 会 社

会　　社　　名 主要な事業内容資本金

株 式 会 社 正 興 サ ー ビ ス ＆
エ ン ジ ニ ア リ ン グ

正興エレクトリックアジア（マレーシア）SDN.BHD.

正 興ＩＴソリュー ションフィリピ ン , I N C .

大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司

30
（百万円）

100
（百万円）

30
（百万円）

86

4

16

（百万中国元）

百万マレーシア
リンギット( ）

( ）百万
フィリピンペソ

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

100.00

電気機械器具のエンジニアリングサービスおよび販売ならびに
企業業務サポート、保険代理業

制御機器、電子装置の販売

ソフトウェアの企画、開発およびその運用、保守ならびに販売

ソフトウェア製品の開発、製造および販売

配電盤、電気・電子機械器具の製造および販売

制御機器、成形部品の製造および販売

北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司 10 100.00 電気・機械・電子関連製品のエンジニアリングおよび販売（百万中国元）

■ 子会社 出資比率（％）

株 式 会 社 D パ ワ ー 熊 本

会　　社　　名 主要な事業内容資本金

10
（百万円） 20.00 蓄電システム機器の開発、製造および販売

■ 関連会社 出資比率（％）

(注) 1．大連正興電気制御有限公司は、平成28年２月26日付けで、資本金を62百万中国元より86百万中国元に増資いたしました。
　　2．平成28年６月20日付けで、株式会社Dパワー熊本の株式40株を取得し、同社に対する当社の出資比率は20％となり、同社を持分法適用関連会社としております。

組織図 （平成２8年６月３０日現在）

【 セ グ メ ン ト 】

営 業 統 括 本 部

東 京 支 社

経 営 統 括 本 部

事 業 統 括 本 部

大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司

北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

内 部 監 査 室

監 査 役 会

取 締 役 会

会 長
社 長

電 力 部 門電 力 部 門 大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司
北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

環 境 エ ネ ル ギ ー 部 門環 境 エ ネ ル ギ ー 部 門 大 連 正 興 電 気 制 御 有 限 公 司
北 京 正 興 聯 合 電 機 有 限 公 司

情 報 部 門情 報 部 門 正 興 Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ㈱
正興ＩＴソリューションフィリピン，ＩＮＣ．

そ の 他

（　　　　　　　　　　　）電 子 制 御 機 器 部 門
サ ー ビ ス 部 門
オ プ ト ロ ニ ク ス

正 興 エ レ ク ト リ ッ ク ア ジ ア
（ マ レ ー シ ア ）ＳＤ Ｎ ．ＢＨ Ｄ ．

電 子 制 御 機 器 部 門

㈱ 正 興 Ｃ ＆ Ｅ

㈱ 正 興 サ ービ ス＆エンジ ニ アリングサ ー ビ ス 部 門
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株式の状況株式の状況

（注） 持株比率は自己株式（535,096株）を控除して計算しております。

●大株主（平成28年6月30日現在）●株式の状況（平成２8年6月30日現在）

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

３６，０００，０００ 株
１１，９５３，６９５ 株

６45 名

0

200

400

600

800

1,000

●1株当たり純資産額（連結）
1株当たり純資産額
株価（期末）

（単位：円）

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託 九 州 電 力 口
再 信 託 受 託 者 資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

株 式 会 社 九 電 工
株 式 会 社 日 立 製 作 所
西 日 本 鉄 道 株 式 会 社

株 式 会 社 福 岡 銀 行
株式会社西日本シティ銀行
土 屋 達 雄
土 屋 直 知
正興電機従業員持株会

持株数（千株） 持株比率（％）

●所有者別

金融機関
証券会社
その他の国内法人
外国人
個人・その他

1千株未満
1千株以上
1万株以上
5万株以上
10万株以上
50万株以上
100万株以上

●所有株数別 0.5％

6.6％

8.7％
3.7％

18.3％

13.4％

48.7％ 11,953,695株

1千株以上
790,471株

1千株未満
56,131株

1万株以上
1,042,151株

5万株以上
447,418株

10万株以上
2,190,591株

100万株以上
5,819,203株

50万株以上
1,607,730株

合　　　計

32.5％

39.5％

0.0％

27.9%

0.0％

金融機関
3,889,423株

その他の国内法人
4,721,147株

証券会社
4,307株

個人・その他
3,337,518株

外国人
1,300株

1,736

1,619
1,330
1,133

517
459
403
343
226

15.20

14.18
11.65
9.92

4.53
4.02
3.53
3.00
1.98

554 4.85

日本トラスティ・サービス
信 託 銀 行 株 式 会 社

（ ）

H26/12H25/12H23/12 H24/12

三 井 住 友 信 託 銀 行 再 信 託 分・
西部瓦斯株式会社退職給付信託口

H27/12 H28/6

●株価の推移

株主メモ株主メモ

株 式 の ご 案 内

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

毎年1月1日から12月31日まで

毎年3月

定時株主総会、期末配当金　　　　 12月31日
中間配当金　　　　　　　　　　  　6月30日
※上記の他必要があるときはあらかじめ公告して定める日。

株 式 に 関 す る 各 種 手 続 の 申 出 先 に つ い て

I R 情 報 の ご 案 内

　当社の I R に関する詳細な情報につきましては、当社ホームページの「 I R 情報」をご覧ください。適時開示情報や決算報告などの
各種 I R 資料を掲載しております。

公 告 方 法 電子公告により、当社ホームページ（http://www.seiko-denki.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

郵 便 物 送 付 先
（ 連　　　絡　　　先 ）

１ 単 元 の 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 東京証券代行株式会社
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（神田錦町三丁目ビルディング6階）

〒168－8522　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　東京証券代行株式会社　事務センター
　　

株主メモ

・

 
・

住所変更、単元未満株式の買取請求・買増請求、配当金受取方法の指定等は、お取引口座のある証券会社にお申し出ください。
ただし、特別口座に記録された株式に係る各種手続につきましては、特別口座の口座管理機関である東京証券代行株式会社に
お申し出ください。 
未払配当金のお支払につきましては、株主名簿管理人である東京証券代行株式会社にお申し出ください。

取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の全国本支店で行っております。
0120－49－7009

ホームページアドレス

http://www.seiko-denki.co.jp/

515

591.81

496

561.09

400
448.70

478

412.72
457

421.14 403

481.90

（単位：円）
600

550

500

450

400

350
H27/10 H27/11 H27/12 H28/1 H28/2 H28/3 H28/4 H28/5 H28/6H27/7 H27/8 H27/9

安値

高値

終値

始値
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株式の状況株式の状況

（注） 持株比率は自己株式（535,096株）を控除して計算しております。

●大株主（平成28年6月30日現在）●株式の状況（平成２8年6月30日現在）

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数

３６，０００，０００ 株
１１，９５３，６９５ 株
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●1株当たり純資産額（連結）
1株当たり純資産額
株価（期末）

（単位：円）

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社
退 職 給 付 信 託 九 州 電 力 口
再 信 託 受 託 者 資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社

株 式 会 社 九 電 工
株 式 会 社 日 立 製 作 所
西 日 本 鉄 道 株 式 会 社

株 式 会 社 福 岡 銀 行
株式会社西日本シティ銀行
土 屋 達 雄
土 屋 直 知
正興電機従業員持株会

持株数（千株） 持株比率（％）

●所有者別

金融機関
証券会社
その他の国内法人
外国人
個人・その他

1千株未満
1千株以上
1万株以上
5万株以上
10万株以上
50万株以上
100万株以上

●所有株数別 0.5％

6.6％

8.7％
3.7％

18.3％

13.4％

48.7％ 11,953,695株

1千株以上
790,471株

1千株未満
56,131株

1万株以上
1,042,151株

5万株以上
447,418株

10万株以上
2,190,591株

100万株以上
5,819,203株

50万株以上
1,607,730株

合　　　計

32.5％

39.5％
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27.9%

0.0％

金融機関
3,889,423株

その他の国内法人
4,721,147株

証券会社
4,307株

個人・その他
3,337,518株

外国人
1,300株

1,736

1,619
1,330
1,133

517
459
403
343
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15.20

14.18
11.65
9.92

4.53
4.02
3.53
3.00
1.98

554 4.85
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西部瓦斯株式会社退職給付信託口
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●株価の推移

株主メモ株主メモ

株 式 の ご 案 内

事 業 年 度

定 時 株 主 総 会

基 準 日

毎年1月1日から12月31日まで

毎年3月

定時株主総会、期末配当金　　　　 12月31日
中間配当金　　　　　　　　　　  　6月30日
※上記の他必要があるときはあらかじめ公告して定める日。

株 式 に 関 す る 各 種 手 続 の 申 出 先 に つ い て

I R 情 報 の ご 案 内

　当社の I R に関する詳細な情報につきましては、当社ホームページの「 I R 情報」をご覧ください。適時開示情報や決算報告などの
各種 I R 資料を掲載しております。

公 告 方 法 電子公告により、当社ホームページ（http://www.seiko-denki.co.jp/）に掲載いたします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

郵 便 物 送 付 先
（ 連　　　絡　　　先 ）

１ 単 元 の 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 東京証券代行株式会社
東京都千代田区神田錦町三丁目11番地（神田錦町三丁目ビルディング6階）

〒168－8522　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　東京証券代行株式会社　事務センター
　　

株主メモ

・

 
・

住所変更、単元未満株式の買取請求・買増請求、配当金受取方法の指定等は、お取引口座のある証券会社にお申し出ください。
ただし、特別口座に記録された株式に係る各種手続につきましては、特別口座の口座管理機関である東京証券代行株式会社に
お申し出ください。 
未払配当金のお支払につきましては、株主名簿管理人である東京証券代行株式会社にお申し出ください。

取次事務は、三井住友信託銀行株式会社の全国本支店で行っております。
0120－49－7009

ホームページアドレス

http://www.seiko-denki.co.jp/
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ホームペ ージアドレス
http://www.seiko-denki.co.jp/

株主の皆様へ 第２四半期報告書第　　　　　 期113
平 成 2 8 年１月１日 　 　 平 成 2 8 年 ６月 3 0 日

▲

表紙デザインについて

表紙デザインは「プラチナ社会」のイメージを表現したものです。
　グリーンイノベーション： 持続可能な環境社会づくり
　シルバーイノベーション： 健康な高齢化社会づくり
　ゴールドイノベーション： これらを支えるICT社会づくり
まさに当社の事業ビジョン「情報と制御の独創技術で、環境に優しい、安全で快適な社会の実現を目指す企業」
と同義です。

（株）三菱総合研究所　理事長　
プラチナ構想ネットワーク　会長

小宮山宏氏提唱

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


